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長崎県の雇用失業情勢（平成29年度分）について 

 

 

 

 

 

 

 
１ 有効求人倍率は26年ぶりの1.2倍台となり、過去2番目の高さ 
 
  平成29年度の有効求人倍率は1.20倍となり、前年度を0.06ポイント上回った（8年連続上昇）。 
  ○年間有効求人数は343,408人で、前年度比3.6％増加。 
  ○月間有効求職者数は286,250人で、前年度比1.3％減。 
 
 
２ 新規求人倍率は過去3番目の高さ 
 

平成29年度の新規求人倍率は1.68倍となり、前年度を0.08ポイント上回った（8年連続上昇）。 
  ○新規求人数は126,066人で、前年度比2.4％増加。 
  ○新規求職者数は74,925人で、前年度比2.7％減少。 
 
 
３ 新規求人数は8年連続の増加 
 
  新規求人数は126,066人で、前年度比2.4％増加。 

主な産業別については、下表のとおり 
 

主な産業 新規求人数 前年度比 
建設業 ８，５９２人 １．４％減少 
製造業 １２，３５４人 ７．０％減少 
運輸業・郵便業 ６，４２０人 ２．２％増加 
卸売業・小売業 １８，６９３人 ３．２％増加 
宿泊業・飲食サービス業 １０，９３３人 ６．５％減少 
生活関連サービス業・娯楽業 ５，４６２人 ６．２％増加 
医療・福祉 ３４，７５３人 ４．９％増加 
その他のサービス業（労働者派遣業、警備業等） １４，３５１人 １３．７％増加 

 

平成３０年４月２７日（金） 

午前８：３０解禁 

長崎労働局職業安定部 

 職業安定課長      林田 耕 

 地方労働市場情報官   塩竃 順二 

 電話 ０９５－８０１－００４０ 

 

○平成２９年度の有効求人倍率は１．２０倍で、前年度から０．０６ポイント上昇した。 

○平成２９年度の新規求人倍率は１．６８倍で、前年度から０．０８ポイント上昇した。 
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新規求人倍率及び有効求人倍率の推移（原数値）

全国 長崎労働局 全国 長崎労働局

1963 S38 1.04 0.56 0.73 0.31

1964 39 1.08 0.58 0.79 0.41

1965 40 0.86 0.55 0.61 0.35

1966 41 1.12 0.68 0.81 0.39

1967 42 1.36 0.83 1.05 0.51

1968 43 1.38 0.82 1.14 0.53

1969 44 1.62 0.91 1.37 0.59

1970 45 1.52 0.92 1.35 0.64

1971 46 1.27 0.94 1.06 0.64

1972 47 1.70 1.23 1.30 0.74

1973 48 2.07 1.57 1.74 1.09

1974 49 1.18 1.12 0.98 0.76

1975 50 0.98 0.80 0.59 0.39

1976 51 0.97 0.87 0.64 0.44

1977 52 0.83 0.83 0.54 0.46

1978 53 0.96 0.84 0.59 0.39

1979 54 1.13 1.14 0.74 0.55

1980 55 1.02 1.01 0.73 0.57

1981 56 0.93 0.97 0.67 0.54

1982 57 0.87 0.92 0.60 0.49

1983 58 0.92 0.91 0.61 0.47

1984 59 0.97 0.83 0.66 0.43

1985 60 0.95 0.80 0.67 0.43

1986 61 0.91 0.81 0.62 0.43

1987 62 1.20 1.07 0.76 0.56

1988 63 1.63 1.27 1.08 0.77

1989 H1 1.93 1.43 1.30 0.95

1990 2 2.11 1.69 1.43 1.15

1991 3 1.95 1.74 1.34 1.21

1992 4 1.49 1.54 1.00 1.06

1993 5 1.13 1.17 0.71 0.74

1994 6 1.07 1.06 0.64 0.63

1995 7 1.09 1.04 0.64 0.62

1996 8 1.22 1.11 0.72 0.69

1997 9 1.13 0.97 0.69 0.59

1998 10 0.89 0.75 0.50 0.41

1999 11 0.90 0.71 0.49 0.38

2000 12 1.08 0.78 0.62 0.43

2001 13 0.96 0.75 0.56 0.42

2002 14 0.96 0.78 0.56 0.43

2003 15 1.12 0.86 0.69 0.50

2004 16 1.35 0.90 0.86 0.53

2005 17 1.49 0.95 0.98 0.58

2006 18 1.56 0.96 1.06 0.60

2007 19 1.47 0.93 1.02 0.61

2008 20 1.08 0.83 0.77 0.53

2009 21 0.79 0.70 0.45 0.41

2010 22 0.93 0.81 0.56 0.49

2011 23 1.11 0.98 0.68 0.60

2012 24 1.32 1.07 0.82 0.65

2013 25 1.53 1.16 0.97 0.75

2014 26 1.69 1.29 1.11 0.87

2015 27 1.86 1.46 1.23 1.01

2016 28 2.08 1.60 1.39 1.14

2017 29 2.29 1.68 1.54 1.20

新規求人倍率 有効求人倍率
西暦 和暦
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平成20年度平成21年度平成22年度平成23年度平成24年度平成25年度平成26年度平成27年度平成28年度平成29年度

全国 1.08 0.79 0.93 1.11 1.32 1.53 1.69 1.86 2.08 2.29
長崎 0.83 0.70 0.81 0.98 1.07 1.16 1.29 1.46 1.60 1.68
全国 0.77 0.45 0.56 0.68 0.82 0.97 1.11 1.23 1.39 1.54
長崎 0.53 0.41 0.49 0.60 0.65 0.75 0.87 1.01 1.14 1.20

長崎県の雇用失業情勢（平成２９年度分）

新規

有効

求人倍率

30,996 

35,396 35,383 
33,832 

32,591 
30,690 

27,527 

25,631 
24,173 23,854 

16,394 

14,408 

17,246 

20,272 
21,210 

22,969 
23,847 

25,855 
27,636 

28,617 

0.53 

0.41 

0.49 

0.60 
0.65 

0.75 

0.87 

1.01 

1.14 
1.20  

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 

有
効
求
人
倍
率 

有
効
求
人
・有
効
求
職 

求人、求職及び求人倍率の推移 

月間有効求職 

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

2.2

2.4

有
効
求
人
倍
率 

全国・長崎 新規・有効求人倍率の推移 

長崎県有効求人倍率 長崎県新規求人倍率 全国有効求人倍率 全国新規求人倍率 

月間有効求人 

8,592 

12,354 

6,420 

18,693 

10,933 

5,462 

34,753 

14,351 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

建設業 製造業 運輸、郵便業 卸売業・小売業 宿泊業、飲食、 

サービス業 

生活関連サービス業、 

娯楽業 

医療、福祉 その他のサービス業 

新
規
求
人 

産業別新規求人数の推移 

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

有効求人倍率 

3


	①　ＰｒｅｓｓＲｅｌｅａｓｅ（29年度分）
	②【年度平均】新規・有効倍率一覧表
	③ 29年度　公表年度平均



